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横須賀子ども未来プランの進行管理（点検・評価）について 

 

１．進行管理の位置づけ 

（１）横須賀子ども未来プラン（第５章 プランの達成状況の点検及び評価（125ページ）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育

て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な

指針（内閣府告示第159号 平成26年７月２日告示） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．プランの進捗状況の把握 

   プランの進捗状況については、こども育成部を中心に事業を評価する体制を確立

し、児童福祉審議会に評価結果を報告して、着実な進行管理を行います。毎年の評価

結果をホームページで公表するなど市民への情報提供を定期的に行います。 

プランに定めた量の見込み（目標事業量）と、実際の状況に乖離がある場合は、児

童福祉審議会における審議を通じて対応策を検討し、柔軟に見直しを行います。 

第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する事項 

六 その他 

３ 子ども・子育て支援事業計画の達成状況の点検及び評価 

市町村及び都道府県は、各年度において、子ども・子育て支援事業計画に基づく施

策の実施状況（教育・保育施設や地域型保育事業の認可等の状況を含む。）や、これ

に係る費用の使途実績等について点検、評価し、この結果を公表するとともに、これ

に基づいて対策を実施すること。この場合において、公立の教育・保育施設に係る施

策の実施状況等についても、その対象とする必要があることに留意が必要である。こ

の際、この一連の過程を開かれたものとするため、地方版子ども・子育て会議を活用

することが望まれる。 

評価においては、個別事業の進捗状況（アウトプット）に加え、計画全体の成果

（アウトカム）についても点検・評価することが重要である。子ども・子育て支援の

推進においては、利用者の視点に立った柔軟かつ総合的な取組が必要であり、このよ

うな取組を評価するため、利用者の視点に立った指標を設定し、点検及び評価を行

い、施策の改善につなげていくことが望まれる。 

法の施行後、支給認定を受けた保護者の認定区分ごとの人数が、二の２の又は四の

２の（一）により定めた当該認定区分に係る量の見込みと大きく乖離している場合に

は、適切な基盤整備を行うため、計画の見直しが必要となる。このため、市町村は、

支給認定の状況を踏まえ、計画期間の中間年を目安として、必要な場合には、市町村

子ども・子育て支援事業計画の見直しを行うこと。都道府県においても、市町村子ど

も・子育て支援事業計画の見直し状況等を踏まえ、必要な場合には、都道府県子ど

も・子育て支援事業支援計画の見直しを行うこと。なお、この場合において見直し後

の子ども・子育て支援事業計画の期間は、当初の計画期間とすること。 
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（３）次世代育成支援対策推進法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．進行管理の対象と考え方 

  基本的には、「横須賀子ども未来プラン」全体を進行管理の対象とするが、次のよう

に分類し、点検・評価を進める。 

 

（１）各事業（施策）の進捗状況 ⇒ アウトプット 

 

 

 

 

① 子ども・子育て支援事業計画関係 

   ア．幼児期の学校教育・保育の量の見込みと確保方策（94ページ～99ページ） 

   イ．子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策（100ページ～115ページ） 

   ウ．その他（認定こども園、質の高い幼児期の学校教育・保育、地域の子育て支援

の役割及びその推進方策、児童虐待対策及び社会的養護体制の充実 等）（116

ページ～124ページ） 

② 次世代育成支援対策推進法（青少年施策含む）関係 

   ア．具体的な施策（49ページ～88ページ） 

 

（２）計画全体の成果 ⇒ アウトカム 

 

 

 

 

 

  ① 人口の推移（１ページ～７ページ） 

  ② 少子化の現状（８ページ～12ページ） 

  ③ 子どもと青少年を取り巻く現状（13ページ～26ページ） 

  ④ 現在の事業の内容と利用状況（27ページ～38ページ） 

  ❺ プランで取り組むべき課題と課題解決に向けた方向性 

  ❻ アンケート調査結果等から求められる姿（具体的施策の各大柱に記載の内容） 

（市町村行動計画）  

第８条  

６ 市町村は、市町村行動計画を策定したときは、おおむね一年に一回、市町村行動計

画に基づく措置の実施の状況を公表するよう努めるものとする。  

７ 市町村は、市町村行動計画を策定したときは、定期的に、市町村行動計画に基づく

措置の実施の状況に関する評価を行い、市町村行動計画に検討を加え、必要があると

認めるときは、これを変更することその他の必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。   

毎年度の進行管理として、各施策の計画と進捗状況の乖離の有無や、乖離の理

由、その後の進め方などを検討する。 

計画の中間年度と最終年度の進行管理として、計画全体の成果についても整

理、検討する。なお、次期プラン策定のため、アンケート調査を行う必要がある

と考えているが、その結果についても計画全体の成果の指標とする。 
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３．進行管理のスケジュール 

（１）７月４日   子ども・子育て分科会で進行管理に関する審議 

審議後、進捗状況の公表（ホームページ） 

（２）７月以降   進捗状況を神奈川県へ報告 

 

４．中間年における計画の見直しについて 

  内閣府より平成29年１月27日付け事務連絡で、「市町村子ども・子育て支援事業計画

等に関する中間年の見直しのための考え方について（作業の手引きの送付）」が発出さ

れ、計画の見直しを行うための参考となる考え方が示された。 

 

  具体的には、幼児期の学校教育・保育の場合、平成28年４月１日時点の支給認定区分

ごと（３号認定については、０歳児と１・２歳児ごと）の子どもの実績値が、市町村計

画における量の見込みよりも10％以上のかい離がある場合には、原則見直しが必要とな

る。 

 

  この場合の子どもの実績値とは、１号認定の場合は１号認定者数に私学助成の私立幼

稚園を利用する子どもを加えた数とし、２号及び３号認定の場合は、保留児童を含めた

認定者数となる。 

 

  横須賀子ども未来プランにおける子どもの実績値と計画上の量の見込みについては、

最大で2.7％程度のかい離であるため、当該プランについては見直しを行わないものと

する。 
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「横須賀子ども未来プラン」の構成 

 

第１章 プランの理念等 

 

第２章 現状の分析（子どもと青少年を取り巻く現状） 

 

第３章 プランの基本的な考え方 

 

 

第４章 具体的な施策 

１．施策体系図 

 

２．重点施策 

 

３．施策 

 

４．子ども・子育て支援法に基づく特定事業 

 

 

第５章 プランの達成状況の点検及び評価 

 

次世代育成支援対策推進法に基づく施策 

 （資料３～５） 

子ども・子育て支援法に基づく施策 

 （資料６～10） 


